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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高（百万円） 17,175 19,011 19,430 16,531 14,997

経常利益（百万円） 1,504 1,943 1,703 854 1,029

当期純利益（百万円） 910 982 767 402 487

純資産額（百万円） 9,083 11,555 12,133 11,772 12,017

総資産額（百万円） 21,539 22,749 24,113 20,238 20,018

１株当たり純資産額（円）    788円44銭 868円71銭 919円32銭 913円00銭 943円02銭

１株当たり当期純利益（円）   77円13銭 85円48銭 66円80銭 35円07銭 42円41銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 42.2 43.9 43.8 51.8 54.1

自己資本利益率（％） 10.5 10.3 7.5 3.8 4.6

株価収益率（倍） 12.1 12.7 7.7 11.4 10.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
2,720 2,286 2,290 1,966 3,893

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△1,072 △1,359 △2,555 △1,374 △295

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△1,391 △998 627 △770 △2,018

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
1,163 1,175 1,547 1,222 2,797

従業員数

（人）
374 386 384 377 363

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権等潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

３．第78期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高（百万円） 15,405 16,715 17,245 14,835 13,287

経常利益（百万円） 1,235 1,304 1,316 587 763

当期純利益（百万円） 756 764 832 489 563

資本金（百万円） 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

（発行済株式総数）（千株） (11,500)(11,500)(11,500)(11,500)(11,500)

（自己株式を除いた発行済株

式総数）（千株）
(11,490)(11,488)(11,485)(11,484)(11,483)

純資産額（百万円） 8,364 8,886 9,504 9,795 10,257

総資産額（百万円） 17,099 18,152 19,876 17,451 17,863

１株当たり純資産額（円）    725円87銭 773円51銭 827円45銭 852円91銭 893円21銭

１株当たり配当額(内１株当た

り中間配当額)（円）

  14円00銭

（6円00銭）

15円00銭

（6円00銭）

15円00銭

（6円00銭）

15円00銭

（6円00銭）

10円00銭

（－）

１株当たり当期純利益（円）   63円76銭  66円57銭 72円49銭 42円65銭 49円06銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 48.9 49.0 47.8 56.1 57.4

自己資本利益率（％） 9.4 8.9 9.1 5.1 5.6

株価収益率（倍） 14.6 16.3 7.1 9.4 9.2

配当性向（％） 22.0 22.5 20.7 35.2 20.4

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
2,096 － － － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△1,081 － － － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△1,177 － － － －

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
343 － － － －

従業員数（人） 338 351 350 342 327

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権等潜在株式が存在しないため記載してい

おりません。

４．平成18年３月期までは、比較の便宜のためにキャッシュ・フロー計算書を作成しておりました。
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２【沿革】
年月 沿革

大正３年11月 和歌山市において由良精工合資会社を設立アニリンの製造を開始

大正４年１月 和歌山市小雑賀に工場を建設

大正４年２月 合成フェノールの製造を開始

昭和17年９月 本店を東京市に移転

昭和23年９月 研究所を京都市に設立

昭和27年10月共和電化工業株式会社と合併し由良精工株式会社を新設

昭和28年７月 会社更生法による更生手続開始決定

昭和29年３月 ジフェニルアミンの製造を開始

昭和30年３月 会社更生法による更生手続終結決定

昭和30年10月商号を本州化学工業株式会社と変更

昭和35年10月シクロヘキサノンの製造を開始

昭和36年３月 ビスフェノールＡの製造を開始

昭和36年10月大阪証券取引所市場第二部に上場

昭和36年12月東京証券取引所市場第二部に上場

昭和38年７月 株式額面変更のため本州化学工業株式会社（昭和24年３月23日設立）と合併

昭和44年４月 ハイメタクレゾール酸、粗ＢＨＴの製造を開始

昭和45年７月 ＯＳＢＰの製造を開始

昭和46年１月 トリメチルフェノールの製造開始

昭和59年10月京都研究所と和歌山工場研究部門を統合し、総合研究所を設立

昭和60年６月 多目的開発プラント新設

昭和63年４月 ビスフェノールＡに関する営業権を三井石油化学工業株式会社〔現三井化学㈱〕に譲渡

昭和63年４月 大阪営業所を支店に昇格

平成２年６月 フォトレジスト材料生産開始

平成３年３月 ビフェノール及び各種ビスフェノール類の製造を開始

平成５年１月 メタルフリープラント新設

平成５年11月 和歌山工場がＩＳＯ9002認証取得（品質システム審査登録、登録証番号ＪＣＱＡ―0001）

平成７年10月 ビフェノール専用プラント稼動開始

平成11年４月 和歌山工場がＩＳＯ14001認証取得（環境マネジメントシステム審査登録、登録番号JCQA-E-0055）

平成13年11月特殊ビスフェノール事業のドイツでの企業化を目的として、合弁会社Hi-Bis GmbHを設立

平成14年３月 ビフェノール第２プラント完成

平成16年12月Hi-Bis GmbH（ハイビス社）生産・販売活動開始

平成19年６月 大阪支店廃止　

平成20年２月 ビスフェノールＦ製造設備増設

 平成21年１月 精製ＢＨＴ事業を株式会社エーピーアイ コーポレーションより譲受けのうえ、製造販売を開始

　（注）１．由良精工合資会社を前身とする本州化学工業株式会社（以下旧会社という。）は、昭和38年７月株式額面引下

げを目的として、東京都港区の本州化学工業株式会社（以下新会社という。）と合併しております。

当該合併については、旧会社を消滅会社とし、新会社を存続会社として現在に至っております。このため、当

社の登記簿上の設立年月日は上記新会社の登記日である昭和24年３月23日となっております。

２．平成16年５月に㈱大阪証券取引所市場第二部上場を廃止しております。
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３【事業の内容】

 (1)  当グループは当社、子会社２社及びその他の関係会社２社で構成されております。

 (2)  当社及び連結子会社１社は、液晶ポリマー（ＬＣＰ）、特殊ポリカーボネート樹脂及び特殊エポキシ樹脂などの

高機能樹脂の原料、フォトレジストの材料、医薬品、農薬、ゴム薬品などの原料となる各種化学品の製造、加工およ

び売買を事業としております。

　主要製品の分類及び用途と部門別比率

部門別 主要製品名 用途
部門別比率（％）
第80期 第81期

高機能樹脂原料 

ビフェノール 液晶ポリマー（ＬＣＰ）の原料

34.5 35.5
特殊ビスフェノール

特殊ポリカーボネート樹脂、特殊エポキシ

樹脂の原料

高機能化学品

ＴｒｉｓＰ－ＰＡ

トリメチルフェノール

メタクレゾール

４Ｍ２Ｂ

精製ＢＨＴ 

フォトレジストの材料

ビタミンＥの原料

医薬品、農薬の原料

酸化防止剤、紫外線吸収剤の原料

酸化防止剤

53.7 52.0

その他化成品 フェノール 合成樹脂、医薬品、農薬等の原料 11.8 12.5

合計 100.0 100.0

　（注）  部門別比率は、販売実績（金額）によったものであります。

 (3)  子会社１社は小規模会社であり重要性が低いため、連結の範囲から除外しております。（持分法の適用からも除

外）

 (4)  その他の関係会社として、三井物産㈱と三井化学㈱があります。両社との間にて一部製品の販売および原料等の

購入をおこなっております。
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４【関係会社の状況】

　関係会社の状況は次のとおりであります。

(1) 親会社

　該当事項はありません。

(2) 連結子会社

名称 住所
資本金

（千ユーロ）
主要な事業内容

議決権の所有割合
（％）

関係内容

Hi-Bis GmbH
（ハイビス社）

ドイツ
ザクセン・ア
ンハルト州

1,000
特殊ビスフェノー
ルの製造・販売

直接55.00
技術ライセンスの
供与及び業務受託

 （注）ハイビス社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が　　　

　         10％を超えております。

主要な損益情報

 

 

 

 

(1) 売上高 

(2) 経常利益

(3) 当期純利益

(4) 純資産額

(5) 総資産額

 1,758百万円

 571百万円

 414百万円

 2,640百万円

 3,049百万円

(3) 持分法適用の関連会社

　該当事項はありません。

(4) その他の関係会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の被所有割
合（％）

関係内容

三井物産㈱ 東京都千代田区 341,481総合商社 直接27.06
製品の仕入、販売
及び原料の購入

三井化学㈱ 東京都港区 125,053
各種化学製品の製
造・販売

直接27.06
製品の販売及び原
料の購入
役員の兼任　有

 （注）　上記２社は有価証券報告書を提出しております。

 

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員の状況の事業の種類別セグメント情報の記載は、ファインケミカル製品の製造・販売のみの単一事業であ

るので省略しております。

 平成22年３月31日現在

従業員数（人）  363

　（注）　従業員数は就業人員であります。

(2) 提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

327 40.11 15.54 6,603

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与（税込）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

・当社の労働組合は、全社をもって単一組合を組織しており、上部組織である日本化学エネルギー産業労働組合連

合会（ＪＥＣ連合）に加入しております。

　平成22年３月31日現在の労働組合員数は250人で、会社との間に特記すべき事項はありません。

・連結子会社には労働組合はありません。 
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当社グループは、経営ビジョンとして、次の「経営理念」と「目指すべき企業像」を掲げております。

 

[経営理念]

　企業活動を通じて、社会の持続的発展、国民生活の福祉増進に貢献するとともに、お客様、従業員、株主及び地域社会

から真に信頼される存在であり続ける。

[目指すべき企業像]

　独自のフェノール誘導品合成技術をもとに、他社が真似できない製品を創出し、最高のサービスにより提供するグ

ローバル・ファインケミカル・スペシャリスト

 

　当社グループは、この経営ビジョンのもと、現在、①液晶ポリマー（ＬＣＰ）原料の“ビフェノール”、②半導体や液

晶ディスプレー（ＬＣＤ）向けの“フォトレジスト材料”、③トリメチルフェノール（ビタミンＥ原料）を主力とし

た“クレゾール誘導品”、④特殊ポリカーボネート樹脂や特殊エポキシ樹脂原料の“特殊ビスフェノール”の４事業

をコア事業（注）と位置づけ、これらの製品を中心に主として情報・通信、自動車、医薬などのニッチ分野向けに、国

内外において積極的な事業活動を展開しております。

（注）「コア事業」とは、次の３条件を満たす事業と位置づけております。

①成長する市場がある。

②独自技術が活用できる。

③世界において高いマーケットシェアを有している。

　現在のコア事業は、上記のとおり、ビフェノール、フォトレジスト材料、トリメチルフェノール（ビタミンＥ原

料）を主力としたクレゾール誘導品及び特殊ビスフェノール事業の４つの事業からなっております。　

　当連結会計年度における経営環境は、主に中国などのアジア新興国向けの輸出増加を背景に緩やかながらも一部景

気回復の兆しをみることができましたが、総じていえば、企業による設備投資の抑制や雇用・所得環境の悪化による

個人消費の伸び悩み等により自律的な景気回復がみられず、なお先行き不透明な状況が続きました。

　当社グループは、前連結会計年度後半における世界経済の急速な悪化により、その後製品需要が急減し、大幅な減産

を余儀なくされるなど極めて厳しい状況に見舞われておりましたが、当連結会計年度に至り、景気の持ち直しを背景

にユーザーでの生産・在庫調整が進展したため、一部の製品については、需要が緩やかながらも回復し販売も徐々に

復調してまいりました。しかしながら、本格的な需要の回復には至らず、全体として厳しい事業環境が続きました。

　このような情勢のなかで、当社グループは、収益及び財務体質の改善と向上を図るため、人件費をはじめとした固定

費の削減などコストダウンの徹底を強化するとともに、研究開発体制の再編成による新規製品の開発と市場投入への

スピードアップ、新規投資の重点選別や在庫削減によるキャッシュ・フローの改善など諸施策の実行に全力を傾注し

てまいりました。　

　その結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高14,997百万円（前年同期比△9.3％）、営業利益542百万

円（同△24.2％）、経常利益1,029百万円（同＋20.4％）、当期純利益487百万円（同＋20.9％）となりました。

営業部門別の売上高はつぎのとおりであります。

＜高機能樹脂原料＞

・ビフェノール

　ビフェノールは、パソコン・携帯電話等のＩＴ関連機器やデジタル家電の電子部品に用いられる耐熱性、精密成型

性に優れた液晶ポリマー（ＬＣＰ）の主原料として使用されております。

　当社は、高品質の製品を安定的に製造できる連続プロセス方式による世界最大規模のビフェノール製造プラント

（生産能力6,000トン／年）を有しており、現在世界におけるトップメーカーの地位を築いております。

　当連結会計年度におけるビフェノールの販売状況は、国内については第４四半期（平成22年１月～平成22年３

月）に入り緩やかな需要回復を背景にようやく復調の兆しがみえてきたものの、総じて国内外とも大幅な需要の減

退により低調な販売となり、特に輸出については販売数量が大きく落ち込みました。加えて、販売価格が国内及び輸

出のいずれも低下したため、ビフェノールの売上高は前連結会計年度に比べ大幅に減少しました。
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・特殊ビスフェノール

　特殊ビスフェノールは、耐熱性、光学特性に優れた特殊ポリカーボネート樹脂や特殊エポキシ樹脂の原料として使

用されております。特殊ポリカーボネート樹脂は自動車用部品や光学用電子部品向けに、特殊エポキシ樹脂はエポ

キシ封止剤・積層板用途向けに今後の需要の増大が見込まれております。

　当連結会計年度における特殊ビスフェノールの販売状況は、特殊ポリカーボネート樹脂原料用については主力製

品の自動車用部品向けの需要が順調に回復するとともに、特殊エポキシ樹脂原料用についてはビフェノールＦを中

心とした積層板向けの需要が大幅に回復し特に好調な販売であったため、売上高は前連結会計年度に比べ増加しま

した。

　

　以上の結果、高機能樹脂原料部門の売上高は、5,324百万円（前年同期比△6.5％）となり、総売上高に占める割合は、

35.5％（同＋1.0ポイント）となりました。

＜高機能化学品＞

・フォトレジスト材料

　半導体及び液晶ディスプレー（ＬＣＤ）の製造過程で使用されるフォトレジスト材料の当連結会計年度における販

売状況は、半導体用については需要の回復が緩やかであり販売は低調に推移しましたが、ＬＣＤ用については液晶テ

レビ需要の急回復を受けフォトレジスト材料の需要も順調に回復し好調な販売を続けることができたため、売上高は

前連結会計年度に比べ大幅に増加しました。

・トリメチルフェノール

　クレゾール誘導品事業の主力製品であるトリメチルフェノールは、主に家畜用飼料の添加剤に使用されるビタミン

Ｅ原料として中国及び欧州向けを中心に輸出しておりますが、当連結会計年度におきましても、引き続きユーザーで

の大幅な生産・在庫調整が行われ需要が大きく減少したため、不調な販売のまま推移するとともに、販売価格も低下

したことにより、売上高は前連結会計年度に比べ大幅に減少しました。

・その他のクレゾール誘導品

　平成21年４月から製造販売を開始しました精製ＢＨＴやその他のクレゾール誘導品はユーザーでの生産・在庫調整

の継続により需要が低迷したため、販売が低調のまま推移するととのもに、販売価格も低下したため、売上高は前連結

会計年度に比べ減少しました。

　

　以上の結果、高機能化学品部門の売上高は、7,796百万円（前年同期比△12.2％）となり、総売上高に占める割合は、

52.0％（同△1.8ポイント）となりました。

＜その他化成品＞

　受託品及びリセール品で構成されるその他化成品部門の売上高は、前連結会計年度を若干下回る1,877百万円（前年

同期比△3.8％）となり、総売上高に占める割合は、12.5％（同＋0.7ポイント）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、3,893百万円（前年同期比98.0％増）の収入となりました。これは主に税

金等調整前当期純利益、棚卸資産の減少、仕入債務の増加等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、295百万円（同78.5％減）の支出となりました。これは主に有形固定資産

の取得等によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、2,018百万円（同161.8％増）の支出となりました。これは主に短期借入金

の返済、長期借入金の返済、少数株主への配当金の支払等によるものであります。

　この結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、対前年同期比1,574百万円増加し、2,797百万円になりました。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　生産実績の事業の種類別セグメント情報の記載は、ファインケミカル製品の製造・販売のみの単一事業であるので

省略しております。

なお、当連結会計年度の生産実績を部門別に示すと、次の通りであります。

部門別
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

高機能樹脂原料（百万円） 4,318 △26.6 

高機能化学品（百万円） 6,265 △28.4 

その他化成品（百万円） 1,205 △9.5 

合計（百万円） 11,789 △26.2 

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 製品仕入実績

　製品仕入実績の事業の種類別セグメント情報の記載は、ファインケミカル製品の製造・販売のみの単一事業であ

るので省略しております。

　なお、当連結会計年度の製品仕入実績を部門別に示すと、次のとおりであります。

部門別
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

高機能樹脂原料（百万円） － －

高機能化学品（百万円） 138  △39.8

その他化成品（百万円） 278  △55.7

合計（百万円） 416  △51.4

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 受注状況

　当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(4) 販売実績

　販売実績の事業の種類別セグメント情報の記載は、ファインケミカル製品の製造・販売のみの単一事業であるの

で省略しております。

なお、当連結会計年度の販売実績を部門別に示すと、次の通りであります。

部門別
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

高機能樹脂原料（百万円） 5,324  △6.5

高機能化学品（百万円） 7,796  △12.2

その他化成品（百万円） 1,877  △3.8

合計（百万円） 14,997  △9.3

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主要な相手先別販売高及び割合は、次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三井物産㈱ 8,083 48.9 4,711 31.4

三井化学㈱ 1,814 11.0 1,819 12.1

バイエル㈱ － － 1,758 11.7
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３【対処すべき課題】

　今後の経済環境につきましたは、引き続き新興国向けの輸出を背景に緩やかな景気回復基調をたどるものと見込ま

れますが、厳しい雇用情勢と所得の減少による個人消費の低迷やデフレなどの懸念要因もあり、本格的な景気回復に

はなお時間を要すると予側されます。

　このような状況のもと、当社グループにおいては、緩やかな景気の回復に伴い販売数量も徐々に増加していくものと

見込まれますが、一方では、市場のグローバル化の進展により競合が一層激化するなかで、原油価格の高騰による原料

コストの上昇などの不安材料があり、引き続き厳しい経営環境のもとに置かれるものと予想されます。

　当社グループは、このような激変する厳しい経営環境下においても、持続的な成長を達成することができる企業基盤

を構築するため、２００８年年初に策定した「２００８年度中期経営計画（２００８年度～２０１１年度の４か年計

画）」についてその後の事業環境の激変を踏まえた基本戦略のローリング（見直し）を行い、２０１０年年初にその

ローリングプランを策定いたしました。

　このローリングプランでは、当社グループのより収益性の高い競争力のある経営基盤の確立を目指し、スリムな企業

体質への転換に向けた諸施策を鋭意実行していくこととしており、当社グループは、特に次の事項を重点施策として

掲げ、今後その達成に向けて総力を結集して取り組んでまいる所存であります。

　・コア事業の収益力強化

　・顧客ニーズに即応した新規製品の開発促進

　・和歌山工場の生産コスト競争力の強化を目的とした損益分岐点稼働率の改善

　・需要拡大が期待されるアジア市場での事業展開　
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４【事業等のリスク】

当社及び連結子会社の経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあ

ります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成22年３月31日)現在において当社が判断したも

のであります。

①景気変動

当社コア事業の内、フォトレジスト材料及びビフェノールについては、その需要の大半をＩＴ業界に依存し

ており、ＩＴ業界の景気変動が当社業績に大きな影響を及ぼすこととなります。

②為替レートの変動

当社売上高の内、３割程が輸出であります。輸出の大半はドル建であり、残りはユーロ建と円建であります。

又、連結子会社ハイビス社の財務諸表はユーロを円に換算して連結されています。

　ドル及びユーロの為替レートの変動が当社の業績及び財務状況などに影響を及ぼすこととなります。

③競合

当社はニッチ市場において特長ある製品の安定供給に努めていますが、急激な需要伸長の際には新たな競合

が生じ、当社の業績及び財務状況などに影響を及ぼす可能性があります。

④原料調達

当社は、主要原料であるフェノール及びメタパラクレゾールを三井化学㈱から購入しています。特にメタパ

ラクレゾールは、同社と他社１社の寡占製品であるため、その安定調達は三井化学㈱の操業状況に大きく依存

しています。

 

５【経営上の重要な契約等】

 当社は、三井物産㈱、ドイツ三井物産㈲、バイエル㈱およびハイビス社とドイツにおける特殊ビスフェノールプロ

ジェクトに関する合弁会社契約を締結しております。

 

６【研究開発活動】

当社は、独自技術を開発・駆使し、市場ニーズに的確に応える製品を創出するため、研究開発活動を継続的に行って

おります。特に「独自技術の強化」及び「顧客との緊密な連携による独自製品の創出」を基本とし、合成研究、プロセ

ス開発、試作から製造・販売に至る迄一貫した研究開発を遂行しております。

当連結会計年度の主要な研究開発内容は以下の通りであります。

①特殊ポリカーボネート樹脂及び特殊エポキシ樹脂用特殊ビスフェノール類の開発

②次世代フォトレジスト材料の開発

③感光性ポリイミド樹脂用材料の開発

④新たなクレゾール誘導品の製法の研究

⑤ビフェノール、トリメチルフェノール、ビスフェノールF、などのプラントの合理化研究　他

尚、当連結会計年度の研究開発費は536百万円であり、対売上高比率は3.6％であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成22年６月28日)現在において、当社グループが判断したも

のであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の貸借対照表計上金額並びに当会

計期間における収益・費用の損益計算書計上金額に影響する判断、見積りを実施する必要があります。

当社グループの連結財務諸表作成において採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等

（１）連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に次の重要な

会計方針が、連結財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。

①  棚卸資産

　前連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）

を適用しております。これに伴い、正味売却価額をもとに収益性の低下を検討するため、将来、市場価格が下落し

た場合には、棚卸資産の簿価を切り下げ、売上原価を増加させる可能性があります。

②　固定資産 

　当社グループは、有形固定資産の簿価について、それが回収できなくなる可能性を示す兆候がある場合には、将

来の事業計画等を考慮して、減損損失の認識の判定を行い、必要に応じて回収可能価額まで減損処理を行うこと

としております。

　将来の市況悪化等により事業計画が修正される場合、減損処理を行う可能性があります。 

③　投資有価証券 

　当社グループは、その他有価証券のうち、取得価額に比べ時価又は実質価額が著しく下落したものについては、

回復可能性があると判断される場合を除き、減損処理を行っております。時価のあるものについては、決算日現在

の時価が取得価額の50％以上下落している場合には回復可能性はないものと判断し、30％以上50％未満下落して

いる場合には当該有価証券の発行会社の財政状態及び経営成績を勘案し、回復可能性を判断しております。時価

のないものについては、発行会社の純資産額をもとにした１株当たりの実質価値を見積り、50％以上下落した場

合、回復可能性があると判断できる場合を除き、減損処理を行っております。

　将来、時価の下落又は投資先の財政状態及び経営成績の悪化により、減損損失が発生する可能性があります。

④　繰延税金資産

　当連結会計年度末の繰延税金資産（純額）は、646百万円であります。超過償却・退職給付引当金等を原因とす

る繰延税金資産842百万円と、固定資産圧縮積立金等を原因とする繰延税金負債196百万円の差引額を計上してお

ります。

　繰延税金資産の回収可能性は、主に将来の課税所得の見積もりによるところが大きく、課税所得の予測は将来の

市場動向や当社グループの事業活動の状況及びその他の要因により変化いたします。この為、繰延税金資産の回

収可能性の変化により、評価性引当額が変動し損益に影響を及ぼす可能性があります。

⑤  退職給付引当金

　従業員退職給付費用および債務は、数理計算上で設定されている前提条件に基づいて算出しております。これら

の前提条件には、割引率、将来の昇給率、退職率、死亡率および年金資産の収益率などが含まれております。退職給

付債務等の計算の基礎に関する事項のうち、割引率は一定期間の国債の利回りの変動を考慮して設定しており、

また、実際の結果が前提条件と異なる場合または前提条件が変更された場合、その影響は数理計算上の差異とし

て累積され、発生初年度から３年による按分額を費用処理しております。

　当連結会計年度末の退職給付債務は、2,192百万円であります。この内、1,023百万円を適格年金資産とし、1,227

百万円を退職給付引当金に計上しております。
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(2) 経営成績の分析

　当連結会計年度における経済環境は、主に中国などのアジア新興国向けの輸出増加を背景に緩やかながらも一部景

気回復の兆しをみることができましたが、総じていえば、企業による設備投資の抑制や雇用・所得環境の悪化による

個人消費の伸び悩み等により自律的な景気回復がみられず、なお先行き不透明な状況が続きました。

　当社グループは、前連結会計年度後半における世界経済の急速な悪化により、その後製品需要が急減し、大幅な減産

を余儀なくされるなど極めて厳しい状況に見舞われておりましたが、当連結会計年度に至り、景気の持ち直しを背景

にユーザーでの生産・在庫調整が進展したため、一部の製品については、需要が緩やかながらも回復し販売も徐々に

復調してまいりました。しかしながら、本格的な需要の回復には至らず、全体として厳しい事業環境が続きました。

　このような情勢のなかで、当社グループは、収益及び財務体質の改善と向上を図るため、人件費をはじめとした固定

費の削減などコストダウンの徹底を強化するとともに、研究開発体制の再編成による新規製品の開発と市場投入への

スピードアップ、新規投資の重点選別や在庫削減によるキャッシュ・フローの改善など諸施策の実行に全力を傾注し

てまいりました。

　その結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高14,997百万円（前年同期比△9.3％）、営業利益542百

万円（同△24.2％）、経常利益1,029百万円（同＋20.4％）、当期純利益487百万円（同＋20.9％）となりました。

 

(3) 資本の財源および資金の流動性についての分析

①　財政状態の分析 

　流動資産は、現金及び預金の増加（前年同期比1,574百万円）、売掛金の増加（同1,970百万円）、商品及び製品

の減少（同△1,692百万円）等により、対前年同期比1,476百万円増加し、10,395百万円となりました。

　有形固定資産は、設備投資が減少したため、対前年同期比1,555百万円減少し、8,586百万円となりました。

　この結果資産合計は、対前年同期比220百万円減少し、20,018百万円となりました。

　負債合計は、買掛金の増加（同1,205百万円）、短期借入金の減少（同△1,200百万円）、設備関係未払金の減少

（同△112百万円）、長期借入金の減少（同△294百万円）等により、対前年同期比466百万円減少し、8,000百万円

となりました。

　純資産は、利益剰余金の増加（同383百万円）、少数株主持分の減少（同△98百万円）等により、対前年同期比

245百万円増加し、12,017百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は54.1％と対前年同期比2.3ポイント上昇しました。

②　キャッシュ・フローの分析

　営業活動によるキャッシュ・フローは、3,893百万円（前年同期比98.0％増）の収入となりました。これは主に

税金等調整前当期純利益、棚卸資産の減少、仕入債務の増加等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、295百万円（同78.5％減）の支出となりました。これは主に有形固定資

産の取得等によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、2,018百万円（同161.8％増）の支出となりました。これは主に短期借入

金の減少、長期借入金の返済、少数株主への配当金の支払等によるものであります。

　この結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、対前年同期比1,574百万円増加し、2,797百万円になりました。 
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資は、経常投資を中心として1.9億円（前年同期比△79.9％）であります。 

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

(1)提出会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成22年３月31日現在)

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額
従業員数
(人)

建物
（百万円）

構築物
（百万円）

機械及び装置
（百万円）

車両運搬具
（百万円）

工具、器具及
び備品
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

合計
（百万円）

和歌山工場

(和歌山市)
生産設備 827 361 4,467 2 49

476

(176,442)
6,184 273

総合研究所

(和歌山市)
研究設備 65 0 0 － 28

0

(402)
94 35

本店

(東京都中央区)
事務所施設 1 － － － 3

0

－ 
5 19

合計  893 361 4,467 2 81
477

(176,844)
6,284 327

(2)在外子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成22年３月31日現在)

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及び
運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

Hi-Bis GmbH

（ハイビス社）

本社工場

（ドイツ　ザク

セン・アンハ

ルト州）

生産設備 239 1,934
69

(31,820)
8 2,251 36

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の新設の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成22年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成22年６月28日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 11,500,000 11,500,000
㈱東京証券取引所

第二部

単元株式数は1,000

株であります。

計 11,500,000 11,500,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　平成22年２月１日以降に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成９年３月20日 1,500 11,500 1,000 1,500 985 1,013

　（注）有償・一般公募、発行価格 1,324円、資本組入額 667円

 

（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地方
公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 5 28 64 11 － 1,393 1,501 －

所有株式数

（単元）
－ 207 26 6,899 933 － 3,399 11,46436,000

所有株式数の

割合（％）
－ 1.8 0.2 60.2 8.1 － 29.7 100.0 －

　（注）自己株式16,444株は、「個人その他」欄に16単元及び「単元未満株式の状況」に444株を含めて記載しておりま

す。

 

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

15/81



（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1－2－1 3,098 26.93

三井化学株式会社 東京都港区東新橋1－5－2 3,098 26.93

ビービーエイチ　フォー　フィデ

リティー　ロープライス　ストッ

ク　ファンド

東京都千代田区丸の内2－7－1

常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行
626 5.44

種田　修 東京都文京区 251 2.18

学校法人田中育英会 東京都渋谷区千駄ケ谷5－30－16 172 1.49

アキ商会株式会社 東京都港区芝大門2－8－11－205 163 1.41

UBS AG LONDON A/C IPB

SEGREGATED CLIENT ACCOUNT　

東京都品川区東品川2－3－14

常任代理人　シティバンク銀行株式会社　
160 1.39

木村　吉孝 大阪府大阪市中央区 150 1.30

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社
東京都港区浜松町2－11－3 129 1.12

大和産業株式会社 和歌山県和歌山市小雑賀48 124 1.07

富士化学開発株式会社 東京都千代田区神田神保町2－19－1－1103 115 1.00

計 － 8,086 70.31

（注）上記の所有株式数の信託業務に係る株式は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　129千株

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式

等）
－ － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式

等）
普通株式　　 　16,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 11,448,000 11,448 －

単元未満株式 普通株式       36,000 － －

発行済株式総数 11,500,000 － －

総株主の議決権 － 11,448 －
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②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

本州化学工業株式会社
東京都中央区京橋

１－１－１
16,000  － 16,000 0.14

計 － 16,000  － 16,000 0.14

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,058 405,266

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

保有自己株式数 16,444 － 16,444 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要な政策と位置づけており、財務体質の強化と将来の事業展開に備え

た内部留保の充実を図りながら、業績や財務状況を総合的に勘案のうえ、安定的な配当を継続的に実施することを基

本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当期の配当につきましては、期末配当金として１株につき10円と決定しました。中間配当金は無配としたため、年間

配当金は１株当たり10円となりました。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市

場ニーズに応える技術・製品開発体制を強化するために有効に投資してまいりたいと考えております。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式

質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当を支払うことができる。」旨を定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当金（円）

平成22年６月25日

定時株主総会決議
114 10

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 1,050 1,440 1,098 715 458

最低（円） 571 920 452 324 332

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 401 395 370 384 394 458

最低（円） 370 335 340 365 368 375

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

社長

(代表取締役)
 佐野　景一 昭和22年８月21日生

昭和45年４月三井石油化学工業㈱〔現三井化

学㈱〕入社

平成13年６月同社取締役基礎化学品事業部門

合繊原料事業部長

平成17年６月同社常務取締役石化事業グルー

プ長

平成19年６月同社専務取締役基礎化学品事業

本部長

平成21年６月当社代表取締役社長（現任）

(注)２ ４

常務取締役

(代表取締役)

技術、研究

・知的財産

担当　

永田　輝幸 昭和22年９月16日生

昭和47年４月三井東圧化学㈱入社

平成11年６月三井化学㈱研究開発本部合成化

学研究所長

平成13年６月同社研究開発部門生産技術研究

所長

平成15年６月同社理事研究開発部門生産技術

研究所長

平成17年６月当社代表取締役常務取締役

（現任）

(注)２ ２

常務取締役

生産、環境

保安・品質

管理担当、

和歌山工場

長

吉本　康久 昭和22年12月３日生

昭和46年４月当社入社

平成13年６月当社理事和歌山工場第二製造部

長兼第一製造部長

平成15年９月当社理事機能樹脂原料事業部長

平成17年１月当社理事和歌山工場生産技術部

長

平成17年６月当社取締役和歌山工場生産技術

部長

平成19年６月当社常務取締役和歌山工場長

（現任）

(注)２ ６

常務取締役

化学品事業、

ビフェノー

ル事業、購買

担当 

化学品事業

部長兼同事

業部ビフェ

ノール部長

兼購買部長

山根　忠 昭和23年４月８日生

昭和47年４月三井物産㈱入社

平成12年６月同社関西支社有機精密化学品部

長

平成16年４月同社有機化学品本部

平成17年６月当社取締役大阪支店長

平成19年６月当社取締役化学品事業部化学品

部長兼購買部長

平成21年６月当社常務取締役化学品事業部長

兼同事業部化学品部長兼同事業

部ビフェノール部長兼購買部長

平成22年４月当社常務取締役化学品事業部長

兼同事業部ビフェノール部長兼

購買部長（現任）

(注)２ ２

常務取締役

電材事業、開

発担当 

機能材料事

業部長兼同

事業部開発

部長

江川　健志 昭和25年１月25日生

昭和50年４月当社入社

平成16年６月当社総合研究所長

平成19年６月当社取締役総合研究所長

平成20年２月当社取締役機能材料副事業部長

兼機能材料事業部開発部長

平成21年２月当社取締役機能材料副事業部長

兼機能材料事業部開発部長兼同

事業部電材部長

平成21年６月当社常務取締役機能材料事業部

長兼同事業部電材部長兼同事業

部開発部長　

平成22年４月当社常務取締役機能材料事業部

長兼同事業部開発部長（現任）

(注)２ ５
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役
経営企画、受

託部門担当
伴野　健一郎 昭和26年12月12日生

昭和50年４月三井石油化学工業㈱〔現三井化

学㈱〕入社

平成13年６月同社基礎化学品事業部門工業薬

品事業部工業薬品グループリー

ダー

平成15年６月 同社機能化学品事業グループ精

密化学品事業部化成品グループ

リーダー

平成17年６月同社機能化学品事業グループ精

密化学品事業部光機能材料グ

ループリーダー兼化成品グルー

プリーダー

平成19年６月当社取締役（現任） 

(注)２ ３

取締役

人事、総務・

広報、経理担

当

人事総務部

長

津川　和人 昭和27年４月16日生

昭和52年４月三井東圧化学㈱入社

平成13年４月三井武田ケミカル㈱管理部人事

・総務グループ部長職部員

平成15年６月三井化学㈱人事部部長代理

平成18年４月当社和歌山工場事務部長

平成19年６月当社取締役人事総務部長兼和歌

山工場事務部長 

平成20年４月当社取締役人事総務部長（現

任）

(注)２ ２

取締役
和歌山工場

製造部長
磯田　陽一郎 昭和24年５月29日生

昭和47年４月当社入社

平成17年１月当社機能樹脂原料事業部長

平成17年６月当社和歌山工場開発生産セン

ター長

平成19年６月当社理事和歌山工場製造部長兼

開発生産センター長

平成20年２月当社理事和歌山工場製造部長

平成21年６月当社取締役和歌山工場製造部長

（現任）

(注)２ ６

取締役

和歌山工場

副工場長兼

技術部長

　

福島　俊之 昭和28年１月28日生

昭和52年４月三井東圧化学㈱入社

平成９年10月三井化学㈱生産・技術本部生産

・技術部部長職部員

平成12年７月同社環境安全・品質管理部部長

職部員

平成15年６月同社生産・技術部門市原工場製

造１部長

平成17年６月同社生産・技術部門生産・技術

企画管理部長

平成19年４月同社執行役員生産・技術本部大

阪工場長

平成22年４月同社生産・技術本部長付

平成22年６月当社取締役（現任）

(注)２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤）
 木本　洋一 昭和23年４月24日生

昭和46年４月当社入社

平成11年６月当社営業部長代理兼営業グルー

プリーダー

平成13年６月当社機能化学品事業部長代理

平成16年６月当社機能化学品事業部次長

平成17年６月当社理事機能化学品事業部長兼

購買部長

平成18年９月当社理事化学品事業部化学品部

長兼購買部長

平成19年６月当社常勤監査役（現任）

(注)３ 10

監査役

（常勤）
 村上　雅章 昭和24年８月10日生

昭和49年４月三井物産㈱入社

平成14年４月同社本店化学品総括部長

平成16年４月同社執行役員本店化学品総括部

長

平成17年４月同社執行役員カナダ三井物産㈱

社長

平成19年４月同社執行役員韓国三井物産㈱社

長

平成21年４月同社執行役員退任 

平成21年６月当社常勤監査役（現任）

(注)４ －

監査役  柏木　薫 大正13年３月27日生

昭和27年４月弁護士登録（第二東京弁護士会

所属）

昭和34年４月柏木薫法律事務所（現柏木総合

法律事務所）設立

昭和41年４月第二東京弁護士会副会長

昭和58年５月法制審議会商法部会委員

平成21年１月柏木総合法律事務所顧問（現

任）

平成21年６月当社監査役（現任）

(注)５ １

監査役  山本　哲也 昭和30年１月15日生

昭和53年４月三井石油化学工業㈱〔現三井化

学㈱〕入社

平成５年６月 同社本店財務部財務グループ課

長職部員

平成９年10月同社市原工場管理部経理課長

平成17年８月同社基礎化学品事業グループ企

画管理部収益管理リーダー

平成19年４月同社先端化学品事業本部管理部

連結業績管理グループリーダー

平成21年４月同社先端化学品事業本部企画開

発・管理部副部長兼連結管理グ

ループリーダー

平成21年６月当社監査役（現任）

平成22年４月同社機能化学品事業本部企画管

理部副部長（現任）

(注)５ －

    計  41

　（注）１．監査役柏木薫、同山本哲也は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成22年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．退任した監査役の補欠として就任したため、任期は、平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から

２年間であります。

５．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております、補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

川上　康夫 昭和27年６月10日生

昭和51年４月三井東圧化学㈱入社

平成９年10月三井化学㈱経理部資金グループ部長職部員

平成17年６月同社財務部主席部長職部員兼ＩＲ・広報室

ＣＳＲ・広報ＩＲグループリーダー

平成20年４月同社理事グループ経営推進部長

平成22年４月同社理事経理部長（現任）

－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、企業価値の向上と企業の持続的成長のためには、経営の効率性・透明性を高め、公正で健全な企業活動を行

うことが基本かつ最重要であることを認識し、コーポレート・ガバナンスの実効性の確保と充実強化に努めておりま

す。

①企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

　当社は、監査役設置会社であり、企業統治の体制として次の機関を設けております。

ａ．取締役会

　取締役会は、取締役９名、監査役４名（うち社外監査役２名）で構成されております。原則として毎月１回開催

している取締役会においては、法令及び定款で定められた事項や経営上の重要事項を審議・決定するとともに、

その他の重要事項や業務執行状況について報告を行い、取締役の業務執行を監督しております。

ｂ．常務会

　迅速な意思決定を行うため、原則として毎月２回、役付取締役及び業務担当取締役に常勤監査役を加えた常務会

を開催し、取締役会付議事項について事前審議するほか、重要な業務執行に係る事項のすべてについて審議・決

定しております。

ｃ．監査役会

　監査役会は、非常勤の社外監査役２名及び常勤監査役２名により構成されており、各監査役からの報告をもとに

監査に関する重要事項について協議・決定しております。

　監査役監査においては、監査役会で決定した監査方針・監査計画に従い、常勤監査役を中心として取締役会や常

務会その他重要な会議に出席するとともに、取締役等から業務執行状況等を聴取するほか、重要な決裁書類等を

閲覧するなど日常的な監査業務を行い、取締役の職務執行の監督と内部統制機能の有効性についてのチェックを

行っております。

ｄ．内部監査部門

　内部監査部門として、社長直轄の監査室（専任者１名）を設置しております。内部監査においては、「内部監査

規則」及び「内部監査実施要領」に基づき、当社及び当社の子会社における法令・社内規則等の遵守状況につい

て監査を実施するとともに、財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する評価を行っております。

　

ロ．上記企業統治の体制を採用する理由

　当社は、上記のとおり監査役制度を採用しており、社外監査役２名及び常勤監査役２名による監査体制を設けて

おります。

この体制のもと、常勤監査役は、取締役会のほか常務会その他重要な社内会議に出席して業務執行状況の聴取等

を行うとともに、社外監査役は、取締役会において専門的な見地と客観的な立場から適宜発言を行い、取締役会に

おける意思決定の適正性を確保しており、当社経営に対する監視機能の客観性と中立性は十分確保されていると

認識しております。

　

ハ．内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

　当社は、内部統制システム及びリスク管理体制の構築に関する基本方針を次のとおり定めております。

ａ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a)役員及び社員の行動指針として制定した「企業行動憲章」及びより具体的な行動基準を定めた「行動規範」

の周知と実践を図り、あらゆる企業活動において法令・ルール及び企業倫理の遵守（コンプライアンス）を

最優先事項とすることを徹底する。

(b)コンプライアンス及びリスク管理に関する活動を全社的に推進するための組織として設置したコンプライア

ンス・リスク管理委員会（委員長：社長）は、コンプライアンス活動に関する全社横断的な方針・計画・施

策の立案、実績評価、社内広報及び法令違反行為等に対する対策その他重要事項の検討・提言を行う。

(c)内部監査を担当する組織として設置した社長直属の監査室は、各組織における業務執行について適正・適法

性の面からのチェックと評価を行い、コンプライアンスの実効性を確保する。

(d)コンプライアンス上問題のある行為については、「内部通報規則」に基づき、通常の業務執行ラインとは別

に、コンプライアンス・リスク管理委員会に直接通報できる体制を構築し、運用する。

(e)反社会的な勢力及び団体とは、一切の関係を持たず、また、不当な要求に対しては、毅然とした対応をとる。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　「文書管理規則」に基づき、法令上保存を義務づけられている文書、重要な会議の議事録、重要事項に関する決

裁書など取締役の職務の執行に係る情報を記録した文書を、保存及び管理する。
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ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a)「リスク管理規則」に基づき、リスク管理意識の浸透、リスクの早期発見及びリスクの顕在化を未然に防止す

るためのリスク管理システムを構築し、運用する。

(b)コンプライアンス・リスク管理委員会は、リスク管理に関する全社横断的な方針・計画・施策の立案、実績評

価、社内広報その他重要事項の検討・提言を行う。

(c)当社の経営に重大な影響を及ぼす大規模災害等の緊急事態が発生した場合において、迅速かつ的確な全社的

対応を図るため、「危機管理規則」に基づき、社内外への緊急連絡及び対策本部の設置等の所要の措置を講ず

る。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

(a)中期経営計画及びこれに基づいた年度予算において各担当取締役の業績目標を設定し、その達成状況を取締

役会及び常務会において定期的に報告する。

(b)迅速な意思決定を行うため、原則として毎月２回、役付取締役及び業務担当取締役から構成される常務会を開

催し、取締役会付議事項のほか重要事項のすべてについて審議を行う。

(c)取締役会及び常務会の付議基準、社長又は担当取締役による決裁基準については、社内規則において明確に定

める。

ｅ．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(a)「企業行動憲章」及び「行動規範」は、当社グループに共通のものとして制定しており、グループ会社である

子会社に対しても「企業行動憲章」及び「行動規範」に定めるコンプライアンス等に関する行動指針及び行

動基準を周知徹底させる。

(b)監査室は、子会社についても監査を実施する。

(c)子会社の重要事項については、当社の「取締役会規則」及び「常務会規則」に基づき、取締役会及び常務会に

付議のうえ審議する。

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役の職務を補助する組織を人事総務部及び経理部とし、当該部に属する者の中か ら各１名を選任し監査役

スタッフの業務を兼務させる。

ｇ．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役会は、監査役の職務を補助すべき使用人の任命、解任、異動について、事前に報告を受けるとともに、意見

を述べることができる。

ｈ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(a)取締役及び使用人は、１）当社グループに重大な損害を及ぼす事項が発生し又は発生するおそれがあるとき

２）違法又は不正な行為を発見したときは、直ちに監査役に報告するほか、「監査役会規則」に基づき、監査

役が説明を要請した事項について報告する。

(b)監査室長は、「内部監査規則」に基づき、内部監査の結果を監査役に報告する。

ｉ．その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制

(a)監査役及び監査室は、相互に情報交換を行うなど緊密に連携しながら監査業務を実施する。

(b)監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況のモニタリングを行うため、取締役会のほか常務会や事

業部会議等の重要な社内会議に出席のうえ意見を述べることができるとともに、「稟議規則」に定める決裁

書のほか業務執行に関する重要な文書を常時閲覧することができる。

(c)代表取締役及び監査役は、定期的に意見交換会を開催し、相互の意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図

る。

ｊ．財務報告の適正性を確保するための体制

　財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法及び関係法令等に従い、財務報告に係る内部統制を整備及び

運用する体制を構築する。

　

②内部監査及び監査役監査の状況

イ．内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続

　内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続は、上記①のイに記載のとおりであります。

　なお、社外監査役のうち１名は、三井化学株式会社の業務執行社員であり、同社において長年にわたる経理・財務

業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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ロ．内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係

　内部監査、監査役監査及び会計監査において、監査役は、会計監査人及び内部監査部門（監査室）との間で、監査

結果等について報告・説明を受けるほか、随時情報・意見交換を行うなど、相互に連携を図りながら効率的・実効

的な監査を実施しております。

　当社の内部統制部門である人事総務部及び経理部は、内部監査、監査役監査及び会計監査において、金融商品取引

法に基づく財務報告に係る内部統制等に関する事項について次のとおり関与しております。

人事総務部：　会社法に基づく内部統制システムの整備・運用、財務報告に係る内部統制における全社的な内部

統制の整備・運用に関する事項

経理部　　：　財務報告に係る内部統制における決算・財務報告プロセスその他業務プロセスに係る内部統制の

整備・運用に関する事項

　

③社外取締役及び社外監査役

イ．員数 　　

　社外取締役は０名、社外監査役は２名であります。

　

ロ．社外監査役と当社との関係

　社外監査役柏木　薫は、柏木総合法律事務所の弁護士であり、当社は同法律事務所と法律顧問契約を締結しており

ます。

　なお、社外監査役柏木　薫につきましては、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

　社外監査役山本　哲也は、三井化学株式会社の業務執行社員であり、同社と当社との関係は次のとおりでありま

す。

（資本的関係）同社は当社に対して26.93%を出資しており、当社の筆頭株主であります。

（取引関係）当社は、同社との間で製品の生産受委託及び販売、同社からの原料の購入を行っております。

（人的関係）当社取締役の一部につき同社の推薦による者が就任しております。

　

ハ．社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割（当社からの独立性に関する考え方を含む。）

　社外監査役は、客観的・中立的な立場から経営陣に対して公正な意見具申等を行い経営監視機能の強化を図るう

えで重要な機能・役割を有しており、社外監査役の独立性を確保することは、この機能・役割を十分に果たす上で

重要な要素と考えております。また、経営監視機能をより実効性のあるものにするためには、独立性のほか、専門性

として法律や財務・会計に関する豊富な実務経験と高度な知識等を有していること、さらには会社の事業内容等

について理解していることも重要な要素と考えております。

　

ニ．社外監査役による監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係

　社外監査役は、常務会等の社内の重要な会議の内容や内部監査を含む応査の結果など日常の監査を通じて得られ

た情報を常勤監査役から報告を受けるとともに、会計監査人から監査結果等について報告・説明を受けており、内

部監査、監査役監査及び会計監査に関する事項について相互の連携を図っております。

　内部統制部門である人事総務部及び経理部に所属している者の中から指定した各１名に監査役のスタッフ業務

を兼務させており、社外監査役は、内部統制等に関する事項など監査に必要な情報をこれらの者から直接又は常勤

監査役を通じて必要な情報提供を受けております。

　

ホ．社外取締役に代わる社内体制及び当該社内体制を採用する理由

　当社は、監査役による当社の経営監督機能の充実強化を図るため、常勤監査役及び社外監査役間の連携を緊密な

ものとすることを目的として、監査役会のほか情報交換のための連絡会を適宜開催のうえ会社の業務活動に関す

る情報等の共有化を図っております。また、社外監査役を含めた監査役全員と社長及びその他の代表取締役との意

見交換会を原則として年２回開催しており、監査役による経営に関する意見具申等を通じて経営に対する監督を

行っております。

　当社は、このような監査役によるモニタリングを中心としたガバナンス体制により、経営に対する監視・監督機

能の客観性と中立性は確保されていると考えております。
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④　役員の報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数　

役員区分　
報酬等の総額

（百万円）　　

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）　基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役　 　134 94　 16　 24　 　11

監査役

（社外監査役を除く。）　
31　 24 4　 　3 　3

社外役員　 1　 　1 －　 －　 　1

 

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　連結報酬等が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　　該当事項はありません。

　

ニ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

　取締役の報酬等は、月額報酬（固定給）、賞与及び退職慰労金から構成されており、月額報酬及び賞与は、株主総

会の決議による報酬限度額※１の範囲内で決定しております。月額報酬は、役位ごとの基準額をベースに、当社業

績の実績と見通しを勘案して定める額を支給することとし、賞与は、業績連動要素をとり入れた一定の計算式に

より算定される額に、個人別査定を加味した額を支給することとしております。

監査役の報酬等は、月額報酬（固定給）、賞与及び退職慰労金から構成されており、月額報酬及び賞与は、株主総

会の決議による報酬限度額※２の範囲内で決定しており、各監査役間の協議に基づく額を支給することとしてお

ります。なお、賞与は、監査役の職務内容と監査役の独立性確保の観点から、業績連動による支給を行わず定額報酬

としております。

退職慰労金は、役員退職慰労金支給に関する規程に基づき、役位ごとに設定した基礎額に各役位別の在任年数を

乗じて得られた額の累計額を基準とし、当社の業績及び当該役員の功績を勘案して決定することとしております。

なお、当該役員が在任中、当社の業績の向上、発展に顕著な功労があったと認められる場合には、上記決定額の30％

を超えない額の功労金を加算できることとしております。

※１．取締役の報酬限度額

年額160百万円（平成18年6月29日開催の第77期定時株主総会において決議）

※２．監査役の報酬限度額

年額40百万円（平成18年6月29日開催の第77期定時株主総会において決議）

　　　　

⑤　株式の保有状況　

イ．保有目的が純投資目的以外である投資株式

銘柄数 14銘柄

貸借対照表計上額の合計額 124百万円
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ロ．保有目的が純投資目的以外である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資本金額の100分

の１を超える銘柄

銘柄
株式数

（株）　

貸借対照表計上額

（百万円）　
保有目的

㈱紀陽ホールディングス 739,130　 91　
財務・経理業務のより円滑な

推進のため

ＤＩＣ㈱ 29,694　 5　 企業間取引の強化

旭化成㈱ 10,000　 5　 企業間取引の強化

中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 12,891　 4　
財務・経理業務のより円滑な

推進のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 1,158　 3　
財務・経理業務のより円滑な

推進のため　

群栄化学工業㈱ 13,302　 2　 企業間取引の強化　

東京応化工業㈱ 1,452　 2　 企業間取引の強化　

旭有機材工業㈱ 10,000　 2　 企業間取引の強化　

ケミプロ化成㈱ 4,320　 0　 企業間取引の強化　

川口化学工業㈱ 2,000　 0　 企業間取引の強化

（注）貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上場株式上位10銘柄について記載しております。　

　

⑥　会計監査の状況

新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく監査を受けており、当社は、会

計監査人の監査計画に対応して、適時必要な資料・情報を開示・提供しております。

当事業年度において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は、次のとおりであります。

公認会計士の氏名 継続監査年数

指定有限責任社員・業務執行社員 荒田和人 －

 渡辺伸啓 －

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

　監査業務に係る補助者の構成 

　　公認会計士：４名、その他：７名

⑦　取締役の定数

　当社は、取締役の定数を12名以内とする旨定款に定めております。

⑧　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。 

⑨　自己の株式の取得

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策等の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。
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⑩　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって中

間配当を行うことができる旨定款に定めております。

⑪　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除するこ

とができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮

して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

⑫　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とし

て、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 41 3 38 －

連結子会社 － － － －

計 41 3 38 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）　

　当社の連結子会社であるハイビス社の監査証明業務及び財務に関する相談に対する報酬は、当社の監査公認会

計士等と同一のネットワークに属しているアーンスト・アンド・ヤングに対して支払っており、その金額は15百

万円であります。

　

（当連結会計年度）

　当社の連結子会社であるハイビス社の監査証明業務及び財務に関する相談に対する報酬は、当社の監査公認会

計士等と同一のネットワークに属しているアーンスト・アンド・ヤングに対して支払っており、その金額は13百

万円であります。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）　

　当社は、コンサルティング業務として、財務報告に係る内部統制に関する助言・指導を受けております。

　

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。　

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、公益財団法人財務会計基準機構等の行う研修に参加しております。　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,222 2,797

売掛金 1,980 3,950

商品及び製品 4,180 2,487

仕掛品 372 362

原材料及び貯蔵品 657 487

繰延税金資産 76 86

その他 430 224

流動資産合計 8,919 10,395

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,791 3,783

減価償却累計額 △2,182 △2,288

建物及び構築物（純額） ※1
 1,609

※1
 1,495

機械装置及び運搬具 27,387 27,188

減価償却累計額 △19,544 △20,784

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 7,843

※1
 6,404

土地 ※1
 549

※1
 546

建設仮勘定 5 50

その他 1,055 1,054

減価償却累計額 △920 △964

その他（純額） 134 90

有形固定資産合計 10,142 8,586

無形固定資産

その他 245 179

無形固定資産合計 245 179

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 128

※2
 134

繰延税金資産 594 560

その他 212 167

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 931 856

固定資産合計 11,319 9,622

資産合計 20,238 20,018
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 467 1,673

短期借入金 3,450 2,250

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 489

※1
 287

未払金 205 321

未払法人税等 180 120

設備関係未払金 183 70

役員賞与引当金 14 20

その他 454 533

流動負債合計 5,444 5,276

固定負債

長期借入金 ※1
 1,694 1,400

退職給付引当金 1,181 1,227

役員退職慰労引当金 100 66

その他 45 29

固定負債合計 3,022 2,724

負債合計 8,466 8,000

純資産の部

株主資本

資本金 1,500 1,500

資本剰余金 1,013 1,013

利益剰余金 7,947 8,330

自己株式 △9 △10

株主資本合計 10,451 10,834

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △22 △20

為替換算調整勘定 56 15

評価・換算差額等合計 34 △4

少数株主持分 1,286 1,188

純資産合計 11,772 12,017

負債純資産合計 20,238 20,018
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 16,531 14,997

売上原価 ※3
 13,990 12,889

売上総利益 2,540 2,107

販売費及び一般管理費 ※1,※2
 1,824

※1,※2
 1,564

営業利益 716 542

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 3 2

受取補償金 271 555

助成金収入 47 124

その他 44 40

営業外収益合計 367 723

営業外費用

支払利息 111 79

為替差損 9 4

生産休止費用 72 136

固定資産除却損 25 －

その他 9 17

営業外費用合計 228 237

経常利益 854 1,029

税金等調整前当期純利益 854 1,029

法人税、住民税及び事業税 214 333

法人税等調整額 50 22

法人税等合計 264 355

少数株主利益 187 186

当期純利益 402 487
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,500 1,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,500 1,500

資本剰余金

前期末残高 1,013 1,013

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,013 1,013

利益剰余金

前期末残高 7,716 7,947

当期変動額

剰余金の配当 △172 △103

当期純利益 402 487

当期変動額合計 230 383

当期末残高 7,947 8,330

自己株式

前期末残高 △8 △9

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △9 △10

株主資本合計

前期末残高 10,221 10,451

当期変動額

剰余金の配当 △172 △103

当期純利益 402 487

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 229 383

当期末残高 10,451 10,834
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 3 △22

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△25 2

当期変動額合計 △25 2

当期末残高 △22 △20

為替換算調整勘定

前期末残高 334 56

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△278 △41

当期変動額合計 △278 △41

当期末残高 56 15

評価・換算差額等合計

前期末残高 337 34

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△303 △39

当期変動額合計 △303 △39

当期末残高 34 △4

少数株主持分

前期末残高 1,574 1,286

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △287 △98

当期変動額合計 △287 △98

当期末残高 1,286 1,188

純資産合計

前期末残高 12,133 11,772

当期変動額

剰余金の配当 △172 △103

当期純利益 402 487

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △591 △137

当期変動額合計 △361 245

当期末残高 11,772 12,017
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 854 1,029

減価償却費 1,677 1,704

固定資産除却損 25 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 162 46

受取利息及び受取配当金 △4 △3

支払利息 111 79

売上債権の増減額（△は増加） 2,993 △1,979

たな卸資産の増減額（△は増加） △529 1,870

仕入債務の増減額（△は減少） △2,324 1,205

その他 △266 261

小計 2,694 4,219

利息及び配当金の受取額 4 3

利息の支払額 △119 △79

法人税等の支払額 △614 △249

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,966 3,893

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,266 △307

無形固定資産の取得による支出 △108 △0

その他 0 12

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,374 △295

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △1,200

長期借入金の返済による支出 △405 △474

配当金の支払額 △171 △103

少数株主への配当金の支払額 △192 △239

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △770 △2,018

現金及び現金同等物に係る換算差額 △145 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △325 1,574

現金及び現金同等物の期首残高 1,547 1,222

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,222

※1
 2,797
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する

事項

連結子会社数・・・・・１社

連結子会社は、ハイビス社１社でありま

す。

非連結子会社は、本州興産㈱１社であり

ます。小規模会社であり、かつ総資産・売上

高・当期純利益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等がいずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除外しております。

同左

２．持分法の適用に関す

る事項

非連結子会社１社は、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないため、持分法の適用から

除外しております。

同左

３．連結子会社の事業年

度等に関する事項

連結決算日と同一であります。 同左

４．会計処理基準に関す

る事項

  

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法

①有価証券　　

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価

法

評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

①有価証券　　

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②デリバティブ

時価法

②デリバティブ

同左

 ③たな卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料：総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品：最終仕入原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

③たな卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料：総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品：最終仕入原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日公表分）を適用しております。

　これにより、従来営業外費用に計上していた

「たな卸資産廃棄損」（当連結会計年度43百

万円）につきましては、当連結会計年度より

売上原価に計上しております。

　その結果、従来の方法に比べ、営業利益は558

百万円、経常利益及び税金等調整前当期純利

益は、それぞれ514百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。 
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前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法

①有形固定資産

機械装置は定額法（一部は定率法）

①有形固定資産

機械装置は定額法（一部は定率法）

その他の有形固定資産は主に定率法

　但し、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く。）については定

額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物　　　　15～50年

機械装置　　４～10年 

その他の有形固定資産は定率法

　但し、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く。）については定

額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物　　　　15～50年

機械装置　　４～10年 

 ②無形固定資産

　自社利用のソフトウェアは社内における

利用可能期間（５年）による定額法

②無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の

計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

①貸倒引当金

同左

 ②役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度

における支給見込額に基づき計上しており

ます。

②役員賞与引当金

同左 

 ③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、発生

初年度から３年による按分額を費用処理し

ております。

　連結子会社は、退職給付制度がありませ

ん。

③退職給付引当金

同左
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前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく当連結会計年度末要支給額を計

上しております。

　連結子会社には、役員の退職金制度があり

ません。

④役員退職慰労引当金

同左

(4) 重要なヘッジ会計

の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

　また、為替予約が付されている外貨建金銭

債権については振当処理によっておりま

す。

①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約取引

ヘッジ対象・・・外貨建債権

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ヘッジ方針

　当社に為替変動リスクが帰属する外貨建

取引の一部について成約時に為替予約取引

を行うものとしております。

③ヘッジ方針

同左

 ④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対

象の変動額の累計額を比較して有効性を判

定しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対

象の変動額の累計額を比較して有効性を判

定しております。但し、振当処理によってい

るものについては、有効性の評価を省略し

ております。　　

(5) その他連結財務諸

表作成のための重

要な事項

①消費税等の会計処理の方法

税抜方式

①消費税等の会計処理の方法

同左

５．連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項

全面時価評価法 同左

６．のれん及び負ののれ

んの償却に関する事

項

　５年間の定額法により償却を行っておりま

す。

同左

７．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金からなっ

ております。

同左

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

37/81



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号　（平成５年６月17日(企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

　なお、この変更による影響はありません。 

―――――

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正

を行っております。

　なお、この変更による影響はありません。 

――――― 

  

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会

計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「た

な卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」は、それぞれ3,768百万円、409百万円、506百

万円であります。 

―――――

――――― （連結損益計算書）

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「固定資産

除却損」（当連結会計年度11百万円）は、営業外費用の総

額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」

に含めて表示しております。 　

――――― （連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活動に

よるキャッシュ・フローの「固定資産除却損」（当連結会

計年度11百万円）は、当連結会計年度において、金額的重要

性が乏しくなったため「その他」に含めて表示しておりま

す。 　

 

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

38/81



【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産のうち ※１．有形固定資産のうち

建物及び構築物 1,278百万円

機械装置及び運搬具 5,480

土地 163

計 6,922

建物及び構築物 1,190百万円

機械装置及び運搬具 4,467

土地 163

計 5,821

は工場財団を組成し長期借入金（１年内返済予定額

を含む）200百万円の担保に供しております。

は工場財団を組成し１年内返済予定の長期借入金

100百万円の担保に供しております。

※２．非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

　　　す。

※２．非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

　　　す。

投資有価証券（株式） 10百万円 投資有価証券（株式） 10百万円

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃保管料 232百万円

給与手当 379

退職給付費用 47

役員賞与引当金繰入額 14

役員退職慰労引当金繰入額 28

研究開発費 643

運賃保管料 186百万円

給与手当 318

退職給付費用 28

役員賞与引当金繰入額 20

役員退職慰労引当金繰入額 27

研究開発費 536

※２．一般管理費に含まれる研究開発費　　 

643百万円

※２．一般管理費に含まれる研究開発費　　 

536百万円

※３．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

―――――

558百万円 　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 11,500 － － 11,500

合計 11,500 － － 11,500

自己株式     

普通株式（注） 14 1 － 15

合計 14 1 － 15

　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 1千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
　決議

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月26日

定時株主総会
普通株式 103 9.00平成20年３月31日平成20年６月27日

平成20年11月13日

取締役会
普通株式 68 6.00平成20年９月30日平成20年12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
　決議

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 103 利益剰余金 9.00平成21年３月31日平成21年６月25日

 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 11,500 － － 11,500

合計 11,500 － － 11,500

自己株式     

普通株式（注） 15 1 － 16

合計 15 1 － 16

　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 1千株は、単元未満株式の買取による増加であります。
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２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
　決議

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 103 9.00平成21年３月31日平成21年６月25日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
　決議

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 114 利益剰余金 10.00平成22年３月31日平成22年６月28日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定  1,222百万円

現金及び現金同等物 1,222

現金及び預金勘定  2,797百万円

現金及び現金同等物 2,797

　２．重要な非資金取引の内容

　　該当事項はありません。

　２．重要な非資金取引の内容

　　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

　該当資産はありません。

(2)　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

有形固定資産
その他

33 32 1

合計 33 32 1

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

　該当資産はありません。

(2)　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引　

―――――　

　

　

　

　

　

　

　

　

―――――　

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

① 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払利息相当額 0百万円

② 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

③ 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

２．オペレーティング・リース取引 

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料

１年内 49百万円

１年超 49百万円

合計 99百万円

２．オペレーティング・リース取引 

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料

１年内 49百万円

１年超 49百万円

合計 99百万円
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針であ

ります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと

もに、与信管理規則に従い、取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式で

あり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）は主に設備投

資に係る資金調達であります。　

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約

取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につ

いては、前述の「会計処理基準に関する事項」の「重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。デリバティブ取引の

執行・管理については、取引権限を定めた社内規則に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、カ

ウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。　

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するな

どの方法により管理しています。　

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含まれてお

ります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額

自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

(4) 信用リスクの集中　

　当期の連結決算日現在における営業債権のうち39.0％が特定の大口顧客に対するものであります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 　2,797 2,797　 －　

(2) 売掛金 　3,950 3,950　 －　

(3) 投資有価証券 　　　 　 　

その他有価証券 119　 119　 －　

　資産計 6,867　 6,867　 －　

(1) 買掛金　 　1,673 1,673　 －　

(2) 短期借入金 　2,250 2,250　 －　

(3) 長期借入金（※） 1,687　 1,693　 5　

　負債計 5,610　 5,616　 5　

　デリバティブ取引 －　 －　 －　

（※）１年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金　

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　株式の時価は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事

項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

　 長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

デリバティブ取引　

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。　　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 14　

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産(3) 投資

有価証券」には含めておりません。　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内（百万円）

　現金及び預金 2,797　

　売掛金 3,950　

　合計 6,747　

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。　　

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年３月31日）
１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 12 18 6
(2) 債券 － － －
(3) その他 － － －

小計 12 18 6

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 140 96 △44
(2) 債券 － － －
(3) その他 － － －

小計 140 96 △44

合計 152 114 △37

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 4

　

当連結会計年度（平成22年３月31日）

１．その他有価証券　

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

44/81



 種類
連結貸借対照表
計上額　
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 21 12 9
(2) 債券 　 　 　
①国債・地方債等 － － －
②社債 － － －
③その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 21 12 9

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 97 140 △42
(2) 債券 　 　 　
①国債・地方債等 － － －
②社債 － － －
③その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 97 140 △42

合計 119 152 △33
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当社は、通貨関連のデリバティブ取引として、輸出取引にかかる為替変動のリスクに備えるため、外貨建売掛金につい

て為替予約取引を行っている。連結子会社は、デリバティブ取引を行っておりません。

　投機目的やトレーディング目的のデリバティブ取引は行っておりません。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

また、為替予約が付されている外貨建金銭債権については振当処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建債権

③　ヘッジ方針

当社に為替変動リスクが帰属する外貨建取引の一部について成約時に為替予約取引を行うものとしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性を判定しております。

当社のデリバティブ取引は、契約先の信用リスクはあるが、契約先は信用度の高い国内商社であり契約不履行によるリ

スクはないものと判断しております。

　当社は、デリバティブ取引に関して社内の為替予約規程を設けており、この規程に従い売掛金及び成約高の範囲内で

デリバティブ取引を行っております。

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成21年３月31日）

該当事項はありません。

なお、為替予約取引を行っているが、いずれもヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いておりま

す。

 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）　

契約額等のうち

１年超

（百万円）　

時価

（百万円）　

為替予約等の

振当処理

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

（注）　　　米ドル 　売掛金 1 －　

（注）為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、その時価

は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。　
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社の退職給付制度は、勤続期間が３年以上の従業員が退職する場合、社内規定に基づき、退職時までの勤続年数

や給与等に基づき算定された退職金を支払うこととなっております。この退職金の支払いに充てるため、必要資金

の内部留保の他に、定年退職者を対象とした適格退職年金制度を採用し、外部拠出を行っております。

　従って、定年退職者に対しては社内引当資金および適格退職年金基金から退職金（一時金および年金）が、定年以

外の退職者に対しては社内引当資金から退職金（一時金）が、支払われることとなっております。

２．退職給付債務に関する事項

  前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

 イ．退職給付債務（百万円） △2,582 △2,192 

 ロ．年金資産（百万円） 938 1,023 

 ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） △1,643 △1,169 

 ニ．未認識数理計算上の差異（百万円） 462 △58 

 ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ）（百万円） △1,181 △1,227 

 ヘ．前払年金費用（百万円） －  －  

 ト．退職給付引当金（ホ－ヘ）（百万円） △1,181 △1,227 

３．退職給付費用に関する事項

  
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 イ．勤務費用（百万円） 122 117 

 ロ．利息費用（百万円） 51 51 

 ハ．期待運用収益（百万円） △37 △28 

 ニ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 321 212 

 ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ）（百万円） 458 354 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ．割引率（％） 2.0 同左

ハ．期待運用収益率（％） 3.0 同左

ニ．数理計算上の差異の処理年数（年） ３ 同左

 （定額法によりそれぞれ発生

初年度から費用処理してい

る。）
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 百万円

減価償却費 219

退職給付引当金 474

会員権評価損 7

その他 184

小計 886

評価性引当額 △8

繰延税金資産合計 878

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △156

その他  △51

繰延税金負債合計 △207

繰延税金資産の純額 670

繰延税金資産 百万円

減価償却費 171

退職給付引当金 496

会員権評価損 7

その他 175

小計 851

評価性引当額 △8

繰延税金資産合計 842

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △147

その他  △49

繰延税金負債合計 △196

繰延税金資産の純額 646

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

 百万円

流動資産－繰延税金資産 76

固定資産－繰延税金資産 594

 百万円

流動資産－繰延税金資産 86

固定資産－繰延税金資産 560

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳

 （％）

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5

税額控除 △16.3

その他 5.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.0

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳

 （％）

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4

税額控除 △11.9

その他 4.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.6
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　当社及び連結子会社はファインケミカルの専門メーカーとして、同一のセグメントに属する製品の製造・販売を

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため記載しておりません。

 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　当社及び連結子会社はファインケミカルの専門メーカーとして、同一のセグメントに属する製品の製造・販売を

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため記載しておりません。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 
日本

（百万円）
欧州

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)
外部顧客に対する

売上高
14,800 1,730 16,531 － 16,531

(2)
セグメント間の

内部売上高又は振替高
34 － 34 (34) －

 計 14,835 1,730 16,565 (34)16,531

営業費用 14,717 1,127 15,845 (30)15,815

営業利益 117 603 720 (4) 716

Ⅱ．資産 16,620 3,678 20,298 (59)20,238

(注)　１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域は次のとおりであります。

欧州・・・・・・ドイツ

３．会計方針の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1) ③に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しており

ます。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、日本で当連結会計年度の営業費用は558百万円増

加し、営業利益は同額減少しております。 
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
欧州

（百万円）
計

（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1)
外部顧客に対する

売上高
13,239 1,758 14,997 － 14,997

(2)
セグメント間の

内部売上高又は振替高
47 － 47 (47) －

 計 13,287 1,758 15,045 (47)14,997

営業費用 13,335 1,165 14,500 (45)14,454

営業利益 △47 592 544 (2) 542

Ⅱ．資産 17,032 3,049 20,082 (63)20,018

(注)　１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域は次のとおりであります。

欧州・・・・・・ドイツ

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 欧州 北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,076 338 1,326 4,741

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 16,531

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
18.6 2.0 8.0 28.7

 

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 欧州 北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,805 54 1,552 4,412

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 14,997

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
18.7 0.4 10.3 29.4

（注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1) 欧州・・・・・・・ドイツ、スイス他

(2) 北米・・・・・・・米国

(3) アジア・・・・・・中国、台湾他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関連

当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しておりま

す。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称

所在地

資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の被所有
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の関係

会社

三井物産㈱

※１

東京都

千代田

区

339,626総合商社
直接

27.06％

製品の仕入、販

売及び原料の購

入

役員の転籍及び

兼任

製品の販売 8,083売掛金 1,111

受取補償金  271
流動資産

その他
 157

原料等購入 3,720買掛金 148

その他の関係

会社

三井化学㈱

※２

東京都

港区
103,226

各種化学

製品の製

造・販売

直接

27.06％

製品の販売及び

原料の購入

役員の転籍及び

兼任

製品の販売 1,814売掛金 130

原料の購入 893買掛金 145

　(注)　１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

※１．製品の販売・原料等の購入については、市場価格を勘案した価格交渉等、通常一般的な取引条件に

よっております。

また、受取補償金については、協議の上締結した契約書に基づいております。 

※２．製品の販売・原料の購入については、市場価格等を勘案して同社から提示された価格により交渉の上

決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等を含んでおります。

(2) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

(3) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

該当事項はありません。

(4) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称

所在地

資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の被所有
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の関係

会社
三井物産㈱

東京都

千代田

区

341,481総合商社
直接

27.06％

製品の仕入、販

売及び原料の購

入

役員の転籍

製品の販売 4,711売掛金 1,381

受取補償金  555
流動資産

その他
 138

原料等購入 2,151買掛金 530

その他の関係

会社
三井化学㈱

東京都

港区
125,053

各種化学

製品の製

造・販売

直接

27.06％

製品の販売及び

原料の購入

役員の転籍及び

兼任

製品の販売 1,819売掛金 159

原料の購入 935買掛金 363

(2) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

(3) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

種類
会社等の名
称

所在地

資本金
又は出
資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の関係

会社の子会社

三井物産ケ

ミカル㈱

東京都

中央区
800

各種化学

品原料の

内販及び

貿易

－

製品の仕入、販

売及び原料の購

入

製品の販売 1,318売掛金 728

原料等購入 381買掛金 334

(4) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

該当事項はありません。

(注)　１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(a) 上記各社への製品の販売・原料等の購入については、市場価格を勘案した価格交渉等、一般の取引条件と

同様に決定しております。

(b) 受取補償金については、協議の上締結した契約書に基づいております。 

２．上記(1)～(4)の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含ま

れております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額  913円00銭

１株当たり当期純利益 35円07銭

１株当たり純資産額  943円02銭

１株当たり当期純利益 42円41銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権等潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

同左

（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益（百万円） 402 487

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 402 487

期中平均株式数（千株） 11,485 11,483

 

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,450 2,250 0.98 －

１年以内に返済予定の長期借入金 489 287 1.78 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,694 1,400 1.70 平成24年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －　

その他有利子負債 － － － －

合計 5,634 3,937 － －

　（注）１．平均利率の算出については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結貸借対照表日後５年間の返済予定額は、以下のとお

りであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 － 1,400 － －

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

（自平成21年４月１

日　至平成21年６月

30日） 

第２四半期 

（自平成21年７月１

日　至平成21年９月

30日） 

第３四半期

（自平成21年10月１

日　至平成21年12月

31日）

第４四半期 

（自平成22年１月１

日　至平成22年３月

31日）

売上高　　（百万円） 3,371  3,152  4,379  4,094

税金等調整前四半期純

利益金額又は税金等調

整前四半期純損失金額

（△）　

（百万円）

21  △31  628  410

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額

（△）

 （百万円）

△30  △70  329  258

１株当たり四半期純利

益金額又は１株当たり

四半期純損失金額

（△）

　　　　（円）

△2.66  △6.15  28.70  22.51
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 530 2,039

売掛金 1,750 3,965

商品及び製品 ※2
 4,175

※2
 2,484

仕掛品 368 359

原材料及び貯蔵品 638 470

前払費用 53 46

繰延税金資産 127 135

未収入金 211 156

その他 150 3

流動資産合計 8,005 9,661

固定資産

有形固定資産

建物 2,262 2,260

減価償却累計額 △1,312 △1,366

建物（純額） ※1
 950

※1
 893

構築物 1,209 1,216

減価償却累計額 △812 △854

構築物（純額） ※1
 397

※1
 361

機械及び装置 23,419 23,360

減価償却累計額 △17,938 △18,892

機械及び装置（純額） ※1
 5,480

※1
 4,467

車両運搬具 68 68

減価償却累計額 △64 △65

車両運搬具（純額） 4 2

工具、器具及び備品 1,017 1,017

減価償却累計額 △895 △936

工具、器具及び備品（純額） 121 81

土地 ※1
 477

※1
 477

建設仮勘定 5 50

有形固定資産合計 7,436 6,334

無形固定資産

のれん 76 60

ソフトウエア 169 119

無形固定資産合計 245 179

投資その他の資産

投資有価証券 118 124

関係会社株式 10 10

関係会社出資金 831 831
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 1 1

長期前払費用 135 102

繰延税金資産 594 560

その他 75 62

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 1,763 1,688

固定資産合計 9,445 8,202

資産合計 17,451 17,863

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 467

※2
 1,634

短期借入金 3,450 2,250

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 100

※1
 100

未払金 171 238

未払費用 326 278

未払法人税等 20 70

未払消費税等 58 185

設備関係未払金 183 70

役員賞与引当金 14 20

その他 35 33

流動負債合計 4,828 4,882

固定負債

長期借入金 ※1
 1,500 1,400

退職給付引当金 1,181 1,227

役員退職慰労引当金 100 66

その他 45 29

固定負債合計 2,827 2,724

負債合計 7,656 7,606

純資産の部

株主資本

資本金 1,500 1,500

資本剰余金

資本準備金 1,013 1,013

資本剰余金合計 1,013 1,013

利益剰余金

利益準備金 211 211

その他利益剰余金

配当準備積立金 20 20

固定資産圧縮積立金 231 217

別途積立金 5,900 6,200
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

繰越利益剰余金 951 1,124

利益剰余金合計 7,313 7,773

自己株式 △9 △10

株主資本合計 9,817 10,277

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △22 △20

評価・換算差額等合計 △22 △20

純資産合計 9,795 10,257

負債純資産合計 17,451 17,863
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 ※4
 14,835

※4
 13,287

売上原価

製品期首たな卸高 3,373 4,175

当期製品仕入高 ※4
 857

※4
 416

他勘定受入高 ※6
 51

※6
 △17

当期製品製造原価 12,897 9,791

合計 17,179 14,366

他勘定振替高 ※1
 2

※1
 0

製品期末たな卸高 ※5
 4,175 2,484

製品売上原価 ※5
 13,000 11,881

売上総利益 1,834 1,406

販売費及び一般管理費 ※2，※3
 1,716

※2，※3
 1,453

営業利益又は営業損失（△） 117 △47

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 ※4
 305

※4
 309

受取補償金 ※4
 271

※4
 555

助成金収入 － 124

その他 87 35

営業外収益合計 664 1,025

営業外費用

支払利息 76 60

生産休止費用 72 136

固定資産除却損 25 －

その他 19 15

営業外費用合計 194 213

経常利益 587 763

税引前当期純利益 587 763

法人税、住民税及び事業税 61 176

法人税等調整額 37 24

法人税等合計 98 200

当期純利益 489 563
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  6,938 54.1 4,737 47.2
Ⅱ　労務費  2,764 21.6 2,404 23.9
Ⅲ　経費  3,113 24.3 2,897 28.9
（うち減価償却費）  (1,249) (1,287) 
当期総製造費用  12,816100.0 10,039100.0
期首仕掛品たな卸高 　 796 368 

合計  13,612 10,407 
他勘定振替高 ※１ 347 256 
期末仕掛品たな卸高 　 368 359 
当期製品製造原価  12,897 9,791 

　（注）　原価計算の方法

製品別工程別総合原価計算方法を採用しております。

※１．他勘定振替高の主なものは、売上原価、販売費及び一般管理費及び営業外費用への振替であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,500 1,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,500 1,500

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,013 1,013

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,013 1,013

資本剰余金合計

前期末残高 1,013 1,013

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,013 1,013

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 211 211

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 211 211

その他利益剰余金

配当準備積立金

前期末残高 20 20

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 20 20

固定資産圧縮積立金

前期末残高 245 231

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △14 △13

当期変動額合計 △14 △13

当期末残高 231 217

別途積立金

前期末残高 5,200 5,900

当期変動額

別途積立金の積立 700 300

当期変動額合計 700 300
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当期末残高 5,900 6,200

繰越利益剰余金

前期末残高 1,319 951

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 14 13

別途積立金の積立 △700 △300

剰余金の配当 △172 △103

当期純利益 489 563

当期変動額合計 △368 173

当期末残高 951 1,124

利益剰余金合計

前期末残高 6,996 7,313

当期変動額

剰余金の配当 △172 △103

当期純利益 489 563

当期変動額合計 317 459

当期末残高 7,313 7,773

自己株式

前期末残高 △8 △9

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △9 △10

株主資本合計

前期末残高 9,500 9,817

当期変動額

剰余金の配当 △172 △103

当期純利益 489 563

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 316 459

当期末残高 9,817 10,277
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 3 △22

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△25 2

当期変動額合計 △25 2

当期末残高 △22 △20

評価・換算差額等合計

前期末残高 3 △22

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△25 2

当期変動額合計 △25 2

当期末残高 △22 △20

純資産合計

前期末残高 9,504 9,795

当期変動額

剰余金の配当 △172 △103

当期純利益 489 563

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △25 2

当期変動額合計 291 461

当期末残高 9,795 10,257

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

62/81



【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

子会社株式：移動平均法による原価法 子会社株式：同左 

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算出し

ております。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評

価基準及び評価方法

デリバティブ：時価法 デリバティブ：同左

３．たな卸資産の評価基

準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料：総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

商品及び製品、仕掛品、原材料：総平均法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

 貯蔵品：最終仕入原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

貯蔵品：最終仕入原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

 （会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日公表分）を適用しております。

　これにより、従来営業外費用その他に計上し

ていた「たな卸資産廃棄損」（当事業年度43

百万円）につきましては、当事業年度より売

上原価に計上しております。

　その結果、従来の方法に比べ、当事業年度の

営業利益は558百万円、経常利益及び税引前当

期純利益は、それぞれ514百万円減少しており

ます。 

　

４．固定資産の減価償却

の方法

(1)　有形固定資産

イ．機械及び装置：定額法（一部は定率法）

(1)　有形固定資産

同左　

 ロ．その他の有形固定資産：定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物付属設備を除く）について

は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであり

ます。

建物　　　　　　15～50年

機械及び装置　　４～８年

　

 (2)　無形固定資産

　ソフトウェア（自社利用）については、

社内における利用可能期間（５年）によ

る定額法を採用しております。

(2)　無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

５．引当金の計上基準 (1)　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1)　貸倒引当金

同左

 (2)　役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度にお

ける支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(2)　役員賞与引当金

同左

 (3)　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異については発生初

年度から３年による按分額を、費用処理し

ております。

(3)　退職給付引当金

同左

 (4)　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく当事業年度末要支給額を計上し

ております。

(4)　役員退職慰労引当金

同左

６．ヘッジ会計の方法 (1)　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　また、為替予約が付されている外貨建金銭

債権については振当処理によっておりま

す。

(1)　ヘッジ会計の方法

同左

 (2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建債権

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3)　ヘッジ方針

　当社に為替変動リスクが帰属する外貨建

取引の一部について成約時に為替予約取引

を行うものとしております。

(3)　ヘッジ方針

同左

 (4)　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対

象の変動額の累計額を比較して有効性を判

定しております。

(4)　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対

象の変動額の累計額を比較して有効性を判

定しております。但し、振当処理によってい

るものについては、有効性の評価を省略し

ております。

７．のれんの償却に関す

る事項

　５年間の定額法により償却を行っておりま

す。 

同左

８．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理の方法

　消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。

消費税等の会計処理の方法

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　なお、この変更による影響はありません。 

―――――

 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（貸借対照表）

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度に

おいて、「製品」「半製品」として掲記されていたもの

は、当事業年度から「商品及び製品」と一括して掲記し

ております。なお、当事業年度に含まれる「製品」「半

製品」は、それぞれ3,912百万円、263百万円であります。

２．前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「未収入金」は、資産の合計額の100分

の１を超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度における「未収入金」の金額は128百

万円であります。 

―――――

（損益計算書）

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「撤去費

用」（当期５百万円）は、営業外費用の総額の100分の

10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて

表示しております。

（損益計算書）

１．前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「助成金収入」は、営業外収入の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお前事業年度における「助成金収入」の金額は47百

万円であります。　

２．前事業年度まで区分掲記しておりました「固定資産

除却損」（当期７百万円）は、営業外費用の総額の100

分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含

めて表示しております。

 

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

65/81



【注記事項】

（貸借対照表関係）

　

前事業年度
 （平成21年３月31日）

当事業年度
 （平成22年３月31日）

※１．有形固定資産のうち ※１．有形固定資産のうち

建物 882百万円

構築物 396

機械及び装置 5,480

土地 163

計 6,922

建物 829百万円

構築物 360

機械及び装置 4,467

土地 163

計 5,821

は工場財団を組成し長期借入金（１年内返済予定額

を含む）200百万円の担保に供しております。

は工場財団を組成し１年内返済予定の長期借入金

100百万円の担保に供しております。

※２．関係会社に対する資産及び負債

　区分掲載されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次の通りであります。

※２．関係会社に対する資産及び負債

　区分掲載されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは、次の通りであります。

売掛金 1,252百万円

買掛金 294

売掛金 1,556百万円

買掛金 894

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１．他勘定振替高 ※１．他勘定振替高

販売費及び一般管理費への振替であります。 販売費及び一般管理費への振替であります。

※２．販売費及び一般管理費 ※２．販売費及び一般管理費

　販売費に属する費用のおおよその割合は14％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は　86

％であります。

主要な費目及び金額は次の通りであります。

　販売費に属する費用のおおよその割合は13％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は　87

％であります。

主要な費目及び金額は次の通りであります。

運賃保管料 232百万円

役員報酬 131

給与手当 329

退職給付費用 47

役員賞与引当金繰入額 14

役員退職慰労引当金繰入額 28

減価償却費 4

研究開発費 643

運賃保管料 186百万円

役員報酬 119

給与手当 260

退職給付費用 28

役員賞与引当金繰入額 20

役員退職慰労引当金繰入額 27

減価償却費 16

研究開発費 536

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 643百万円 一般管理費に含まれる研究開発費 536百万円

※４．関係会社との取引に関する事項

　関係会社との取引にかかるものは次のとおりであ

ります。

※４．関係会社との取引に関する事項

　関係会社との取引にかかるものは次のとおりであ

ります。

売上高 9,941百万円

製品仕入高 377

原料仕入高 4,236

受取配当金 302

受取補償金 271

売上高 6,587百万円

製品仕入高 212

原料仕入高 2,873

受取配当金 306

受取補償金 555

※５．　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。　　　　　　　　 558百万円

　５．　　　　　　　　―――――

※６．他勘定受入高

　原材料等のたな卸資産評価損の振替であります。 

※６．他勘定受入高

　原材料等のたな卸資産評価損の振替であります。 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 14 1 － 15

合計 14 1 － 15

　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 15 1 － 16

合計 15 1 － 16

　　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

67/81



（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1)　リース資産の内容

該当資産はありません。 

(2)　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

有形固定資産
その他

33 32 1

合計 33 32 1

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1)　リース資産の内容

該当資産はありません。 

(2)　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引 

―――――

　

　

　

　

　

　

　

　

―――――　

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

① 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払利息相当額 0百万円

② 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

③ 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

２．オペレーティング・リース取引 

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料

１年内 49百万円

１年超 49百万円

合計 99百万円

２．オペレーティング・リース取引 

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料

１年内 49百万円

１年超 49百万円

合計 99百万円

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成21年３月31日）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

 

当事業年度（平成22年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　10百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、記載しておりません。
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（税効果関係）

前事業年度
 （平成21年３月31日）

当事業年度
 （平成22年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 百万円

減価償却費 219

退職給付引当金 474

会員権評価損 7

その他 184

小計 886

評価性引当額 △8

繰延税金資産合計 878

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △156

繰延税金負債合計 △156

繰延税金資産の純額 721

繰延税金資産 百万円

減価償却費 171

退職給付引当金 496

会員権評価損 7

その他 175

小計 851

評価性引当額 △8

繰延税金資産合計 842

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △147

繰延税金負債合計 △147

繰延税金資産の純額 695

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳

 （％）

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1

税額控除 △23.7

その他 △2.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.7

 

 （％）

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8

税額控除 △16.1

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.3

 

 

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

69/81



（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 852円91銭

１株当たり当期純利益 42円65銭

１株当たり純資産額 893円21銭

１株当たり当期純利益 49円06銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、新株予約権等潜在株式がないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益（百万円） 489 563

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 489 563

期中平均株式数（千株） 11,485 11,483

 

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

70/81



④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有

価証券

㈱紀陽ホールディングス 739,130 91

ＤＩＣ㈱ 29,694 5

旭化成㈱ 10,000 5

その他（11銘柄） 61,223 21

計 840,047 124

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 2,262 2 4 2,260 1,366 57 893

構築物 1,209 7 0 1,216 854 43 361

機械及び装置 23,419 112 171 23,360 18,892 1,119 4,467

車両運搬具 68 － 0 68 65 2 2

工具、器具及び備品 1,017 11 10 1,017 936 51 81

土地 477 － － 477 － － 477

建設仮勘定 5 178 133 50 － － 50

有形固定資産計 28,460 312 322 28,450 22,115 1,273 6,334

無形固定資産        

のれん 80 － － 80 20 16 60

ソフトウエア 288 0 － 289 169 51 119

無形固定資産計 368 0 － 369 189 67 179

長期前払費用 135 － 33 102 － － 102

（注）　当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

　　　　　建設仮勘定　　：高機能化学品製造設備　　32百万円
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 4 4 － 4 4

役員賞与引当金 14 20 14  － 20

役員退職慰労引当金 100 27 60 － 66

　（注）「当期減少額（その他）」の理由

貸倒引当金：回収可能性の見直しによる洗替

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 1

預金  

普通預金 1

当座預金 2,027

別段預金 1

外貨預金 5

振替貯金 1

計 2,037

合計 2,039

ロ．売掛金

ａ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

三井物産㈱ 1,381

三井物産ケミカル㈱ 728

東京応化工業㈱ 468

伊藤忠ケミカルフロンティア㈱ 316

住友化学㈱ 234

その他 835

合計 3,965

 

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

72/81



ｂ．滞留及び回収状況

前期末残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（月）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
Ｃ

─────
Ａ ＋ Ｂ

Ｄ ÷
Ｂ
──
12

1,750 13,948 11,733 3,965 74.7 3.41

　（注）　消費税等の会計処理は税抜処理を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

 

ハ．商品及び製品

品目 金額（百万円）
製品  
高機能樹脂原料 700
高機能化学品 1,461
その他化成品 322

合計 2,484

 

ニ．仕掛品 

品目 金額（百万円）
高機能樹脂原料 88
高機能化学品 221
その他化成品 49

合計 359

 

ホ．原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）
原材料  
クレゾール類 39
フェノール 21
トルエン 7
その他 327

小計 394
貯蔵品  
容器類 48
その他 28

小計 76
合計 470
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②　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（百万円）

三井物産㈱ 530

三井化学㈱ 363

三井物産ケミカル㈱ 334

大阪ガス㈱ 78

伊藤忠ケミカルフロンティア㈱ 64

その他 262

合計 1,634

 

ロ．短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 750

㈱紀陽銀行 450

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 400

農林中央金庫 400

中央三井信託銀行㈱ 250

合計 2,250

③　固定負債

イ．長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 900

中央三井信託銀行㈱ 300

㈱紀陽銀行 300

１年内返済予定の長期借入金 △100

合計 1,400

ロ．退職給付引当金

項目 金額（百万円）

退職一時金部分 927

適格退職年金部分 300

合計 1,227

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

取次所 ―――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由

によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に

掲載して行う。

当社の公告掲載URLは次のとおりであります。

http://www.honshuchemical.co.jp/　

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、「会社法第189条第２項各号に掲げる権利」、「会社法第166条

第１項の規定による請求をする権利」、「株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割

当てを受ける権利」以外の権利を行使することはできない旨定款に定めております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第80期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月25日関東財務局長に提出　

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月25日関東財務局長に提出　

　

(3) 四半期報告書及び確認書

　（第81期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月12日関東財務局長に提出

　（第81期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月11日関東財務局長に提出

　（第81期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月10日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月24日

本州化学工業株式会社   

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小倉　邦路　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関口　弘和　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　伸啓　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる本州化学工業株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ
いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す
る意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、本州化学
工業株式会社及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、本州化学工業株式会社の平成
２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制
報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ
とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性
がある。 
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
　当監査法人は、本州化学工業株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上
記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

本州化学工業株式会社(E00812)

有価証券報告書

78/81



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年６月28日

本州化学工業株式会社   

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 荒田　和人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　伸啓　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる本州化学工業株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ
いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す
る意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、本州化学
工業株式会社及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成
績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、本州化学工業株式会社の平成
２２年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制
報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ
とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性
がある。 
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
　当監査法人は、本州化学工業株式会社が平成２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上
記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月24日

本州化学工業株式会社   

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小倉　邦路　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関口　弘和　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　伸啓　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる本州化学工業株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第８０期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、本州化学工業

株式会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成22年６月28日

本州化学工業株式会社   

 取締役会　御中   

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 荒田　和人　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　伸啓　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる本州化学工業株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第８１期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、本州化学工業

株式会社の平成２２年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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